








人的資本の強化

DNPグループの持続的成長の原動力であり、変革の要となる「人的資本」の強化は、私たちが価値を提供し続けるための最も
重要な取り組みのひとつです。社員一人ひとりの存在は、「より良い未来」をつくり出す「重要な基盤」であり「強みの源泉」にほか
なりません。「人的資本ポリシー」に込めた「社員を大切にし、大切にした社員によって企業が成長し、その社員が社会をより
豊かにしていく」という信念のもと、人的資本の強化を進めています。
価値創出と成長を実現するには、社員一人ひとりが環境・社会・経済の変化を的確に捉え、自ら考え、主体的に挑戦していく必要が
あります。そのため、多様な人材が自律的に学び成長できる環境づくりとして、研修制度の充実や自己啓発の支援、社員の主体的・
自律的な意思を重視した人材公募制度の拡充などを継続的に行っています。また、失敗を恐れず前向きにチャレンジする社員を
称える表彰制度などに加え、組織の強みや課題の可視化、心理的安全性の高い職場づくりなど、制度と風土の両面から、社員の
自律的なキャリア形成と挑戦を後押しする取り組みを積極的に展開しています。
これらの取り組みは、DNPグループが推進する「ダイバーシティ＆インクルージョン(D&I：多様性と包摂）」の考え方に基づいて
います。社員一人ひとりの「違い」を尊重し、互いに受け入れ、多様性を強みとして掛け合わせることで組織の力を最大限に発揮し、
社会課題の解決や人々の期待に応える価値の創出につなげていきます。また、人権尊重の重要性が高まるなか、人権方針の策定や
人権デュー・ディリジェンスの推進、マネジメント体制の強化も進めています。

知的資本の強化

技術・ノウハウ・人材などの知的資本は、私たちが社会に新しい価値を提供し続けるための基盤であり、競争力の高い製品・
サービスの創出には、知の蓄積と活用が不可欠です。DNPグループは、持続的成長につながる、グローバルな競争力の高い製品・
サービスを創出するため、長年培った独自の「P&I」（印刷と情報：Printing & Information）の強みをさらに磨いています。また、
多様な企業・団体や大学・研究機関などのパートナーとの連携を深め、知的資本の価値をさらに高めていきます。
私たちは自らが描く「より良い未来」の実現に向けて戦略的な研究開発を推進し、継続的かつ積極的に投資しています。環境
負荷低減やウェルビーイング強化などのグローバルなニーズも先取りし、各国・地域に向けたマーケティングや研究開発の体制も
強化しています。また、事業の成長と生産性革新の両面でDXを推進し、必要な技術の導入と人材の充実に努めています。
今後も、すべての部門が一体となった「オールDNP」で相乗効果を生み出し、社会課題の解決と持続的な成長を両立させる
挑戦を続けていきます。

環境への取り組み

DNPグループは、地球環境との共生が企業の持続的な成長に欠かせないと考えています。環境課題への対応は、私たちが
果たすべき社会的責任であり、事業の持続性を高める上でも重要な取り組みです。近年、気候変動や生物多様性の損失など
自然環境の課題が深刻化するなか、環境保全・環境負荷低減をマテリアリティ（重要課題）と位置付けて、事業活動と地球
環境との両立を追求しています。
「DNPグループ環境ビジョン2050」のもと、自然資本への依存と影響を体系的に評価し、リスクと機会を特定することで、
脱炭素社会・循環型社会・自然共生社会の実現に向けた取り組みを加速させています。例えば、気候変動への対応では、国際
社会がめざす「1.5℃目標」に準じた挑戦的な目標を掲げ、サプライチェーン全体でGHG排出量の削減を進めています。また、
低炭素な材料・素材の開発・活用、不要物の削減や資源の利活用・リサイクルを重視し、製品・サービスを通じた環境負荷の
低減にも注力しています。
引き続き、自然との共生を基盤とし、さまざまな環境課題の解決に取り組むことで、持続可能な社会の構築に貢献していきます。

2025年10月
代表取締役社長

サステナビリティ推進委員会委員長
北島義斉
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DNPグループは、企業理念に基づき、サステナブルな経営の考え方として「持続可能な社会と心豊かな暮らし」の実現をめざし
ており、自らが主体となって「より良い未来」をつくり出すための事業活動を展開しています。「より良い未来」を実現するととも
に、DNP自身が長期的に成長していくためには、多様かつ急激な環境・社会・経済の変化が自社の経営に及ぼす影響を捉え、適
切にリスクを評価したうえで中長期的な経営戦略に反映し、リスクを低減するとともに、事業機会に転換する必要があります。
さらに、さまざまな変動要因に対して、経営リスクに柔軟かつ機動的に対応するだけでなく、変化を先取りして自らが変革を起こ
し、ビジネスチャンスに変えていくことで、企業としての持続可能性と環境・社会・経済の持続可能性をともに高めていきます。

サステナブル経営の取り組み

サステナビリティ・マネジメント

ガバナンス

環境・社会・経済の持続可能性をともに高め、DNPグループ自身の持続的な成長をさらに推進していくため、代表取締役社長
を委員長、代表取締役副社長を副委員長、本社の各部門を担当する取締役・執行役員を委員とする「サステナビリティ推進委
員会」が、中長期的な経営リスクの管理、事業機会の把握及び経営戦略への反映を担っています。この委員会が、自然災害を
はじめとする有事の際も社員の安全を確保し、生産活動を維持していくための「BCM推進委員会」、社員のコンプライアンス
意識の向上を図ってリスクの低減を図る「企業倫理行動委員会」と密に連携することで、全社的リスクを網羅し、柔軟で強靭な
ガバナンス体制を構築しています。

コーポレート・ガバナンス > リスクマネジメント（推進体制） >
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DNPは、柔軟で強靭なガバナンス体制のもとで、変動要因によるマイナスの影響を最小限に抑えるとともに、 事業機会の拡大
につなげるため、統合的なリスクマネジメントを推進しています。

環境・社会・経済に関する中長期的なリスクと機会は、サステナビリティ推進委員会が年に１回以上特定し、 評価・管理していま
す。また、事業計画や財務・非財務戦略への影響、市場の変化や環境・社会に与える影響、マイナス影響の発生可能性等の観点
で、優先課題の特定や活動の優先順位付けを行ったうえで、最適な目標を設定して、経営に反映させています。

リスクマネジメント

戦略/指標及び目標

DNPが 「より良い未来」として目指す、それぞれ相互関係にある「４つの社会」の実現に向けて、また、DNPが社会とともに成長
し続けるために重要なこととして、DNPが何をすべきか、どのような価値をつくり出していくのかを具体化した「マテリアリティ」
を特定しました。

マテリアリティに基づく活動として、中期経営計画における「事業戦略」「財務戦略」「非財務戦略」に沿った取り組みを推進し、
新しい価値の創出と経営基盤の強化により、DNPグループの持続的な成長を図っていきます。これらの活動を着実に推進して
いくため、中期経営計画における具体的な指標と目標を設けてモニタリングを継続的に実施しています。

マテリアリティ >

リスクマネジメント >

2025年3月期 決算説明会（中期経営計画の進捗状況）
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第三者機関からの評価・適合性について

本フレームワークは、株式会社格付投資情報センター（R&I）から、諸原則に適合する旨の第三者評価（セカンドオピニオン）を
取得しています。
また、ストラクチャリング・エージェント※としてみずほ証券株式会社から本フレームワーク策定等に関する支援を受けています。

サステナブル・ファイナンス
DNPは、サステナブル・ファイナンスによる資金調達を通じて、サステナビリティ経営における具体的な取り組みをステーク
ホルダーに発信するとともに、社会・環境課題を解決し、持続可能な社会の実現に貢献します。

DNPは、サステナブルな社会の実現に向けた「2050 年のありたい姿」を示すものとして、「DNPグループ環境ビジョン2050」
を掲げています。「脱炭素社会」「循環型社会」「自然共生社会」の実現に向け、本フレームワークを活用した資金調達を通じ
て、温室効果ガス（GHG）排出量（Scope1+2）削減や資源循環率向上の取り組みを加速します。

○GHG排出量について：
2050年カーボンニュートラルの実現に向けた動きが加速するなか、DNPはSBT（Science Based Targets）の1.5℃水準と
整合したGHG排出量の削減目標を掲げ、ポートフォリオ転換、省エネ活動の強化、再生可能エネルギーの導入を進めています。

○資源循環率向上について：
2019年に国が策定したプラスチック資源循環戦略では、分別・選別されるプラスチック資源の品質・性状等に応じて、マテリア
ルリサイクル／ケミカルリサイクル／サーマルリサイクルを最適に組み合わせることで、資源有効利用率の最大化を図る方針が
明確化されています。DNPは、プラスチックのマテリアルリサイクル、ケミカルリサイクルの推進を中心に、資源の効率的な利用
に取り組んでいます。

本フレームワークの詳細は下記のPDFをご覧ください。

DNPグループサステナビリティ・リンク・ファイナンス・フレームワーク

DNPグループサステナビリティ・リンク・ファイナンス・フレームワーク (2,096KB)

※ストラクチャリング・エージェント：サステナビリティ・ファイナンスフレームワークの策定およびセカンドオピニオン取得の助言などを通じて、グリーンボンド等の発行支援を
行う者のこと

格付投資情報センター（R&I）　セカンドオピニオン (3,687KB)

サステナブル・ファイナンス調達実績

第７回無担保社債
（社債間限定同順位特約付）

（サステナビリティ・リンク・ボンド）

第８回無担保社債
（社債間限定同順位特約付）

（サステナビリティ・リンク・ボンド）

2025年5月1日

5年 400億円 1.253% 2030年5月1日

7年 200億円 1.474% 2032年4月30日

発行日 発行年限 発行額 利率 償還日
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注１： 自社製造拠点から排出される廃棄物と有価物の総量
注２： 資源循環率＝資源循環量÷除紙不要物量×100

資源循環量＝紙を除く不要物量のうち、マテリアルリサイクルまたはケミカルリサイクルされた量
紙を除く不要物量＝不要物（有価物＋廃棄物）から100％リサイクルしている紙有価物量及び汚泥のサイト内中間処理量を除外した不要物

GHG排出量削減
（Scope１＋２）
（2019年度対比）

資源循環率向上

18.4%削減
DNPグループ
環境報告書2025
17ページ

KPI 2024年度
（参考）

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

サステナビリティ・リンク・ボンド概要

SPTs

参照期間

GHG排出量削減（Scope１＋２）
2028年度までに2019年度比37.8%削減

2028年4月1日～2029年3月31日

判定日 2029年10月末日

社債要項 社債要項　[99KB]

発行登録追補書類 発行登録追補書類　[500KB]

債券格付け AA-（株式会社格付投資情報センター）

第７回無担保社債（社債間限定同順位特約付）（サステナビリティ・リンク・ボンド）

SPTs

参照期間

GHG排出量削減（Scope１＋２）
2030年度までに2019年度比46.2%削減

資源循環率向上
2030年度に不要物（注1）全体で資源循環率（注2）70.0％達成

2030年4月1日～2031年3月31日

判定日 2031年10月末日

社債要項 社債要項　[99KB]

発行登録追補書類 発行登録追補書類　[500KB]

債券格付け AA-（株式会社格付投資情報センター）

第８回無担保社債（社債間限定同順位特約付）（サステナビリティ・リンク・ボンド）

レポーティング

KPIの実績は、サステナビリティ・リンク・ファイナンス実行後、最終判定日まで、年次で独立した第三者からの検証を受けます。

63.5%
DNPグループ
環境報告書2025
17ページ

2025/6/22発行第三者保証声明書
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https://www.dnp.co.jp/sustainability/environment/pdf/DNP_ENV2025_p17-19.pdf
https://www.dnp.co.jp/sustainability/environment/pdf/DNP_ENV2025_p17-19.pdf
https://www.dnp.co.jp/sustainability/report/pdf/LRQA2024.pdf


マテリアリティ
DNPがめざす「より良い未来」の実現に向け、マテリアリティを特定しました。

DNPグループは、企業理念に基づき、サステナブルな経営の考え方として「持続可能なより良い社会、より心豊かな暮らし」の
実現をめざしており、自らが主体となって「より良い未来」をつくり出すための事業活動を展開しています。
2024年3月、「より良い未来」としてめざす、それぞれ相互関係にある「4つの社会」の実現に向けて、2030 - 35年を見据えて、
DNPが何をすべきか、どのような価値をつくり出していくのかを具体化することで、DNPが社会とともに成長し続けるために
重要なこととしてのマテリアリティを特定しました。

DNPグループは常に長期を見据え、 企業理念に基づき、自らが「より良い未来」をつくり出すための事業活動を展開します。 
DNPだからこそ実現可能な「4つの社会」と、 そのために優先的に解決する重要課題 「マテリアリティ」を明確にし、 人と社会を
つなぐ新しい価値の創出に挑戦し続けます。

DNPがめざす「より良い未来」

DNPがめざす
「より良い未来」

>

「より良い未来」と
「マテリアリティ」

>

マテリアリティに基づく
事業活動（目標と実績）

>

DNPグループビジョン > 中期経営計画(3.01MB)
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中期経営計画における「事業戦略」「財務戦略」「非財務戦略」に沿った取り組みを推進し、新しい価値の創出と経営基盤の強化
により、DNPグループの持続的な成長を図っていきます。

マテリアリティに基づく事業活動（目標と実績）

価値の創出

DNPは、中期経営計画における事業戦略に沿って、中長期にわたって強みを発揮できる事業ポートフォリオの構築を進めて
います。また、市場成長が見込まれ、DNPの強みを活かせる領域を中心に、積極的な投資を進め、事業領域の拡張と業績の
向上に努めていきます。
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知的資本の強化

技術／研究開発 >

環境への取り組み

環境への取り組み >

リスクマネジメント >

リスクマネジメントの徹底 

DNPが事業活動を継続していくためには、法令を遵守することはもとより、全社員が社会倫理に基づいた誠実な行動をとる
ことが重要であると考えています。これらの社員の行動のあり方を定めた「DNPグループ行動規範」 を基本とする当社の視
点と、国際規範をはじめとする社会全体の視点の両面から重要性を分析し、「公正な事業慣行」「人権・労働」「環境」「責任
ある調達」「製品・サービスの安全性と品質」「情報セキュリティ」「企業市民」を重点テーマとし、サプライチェーン全体を通じ
たリスクマネジメントの徹底を図っています。

統合報告書2025(14.7MB)

統合報告書（PDF版）では、各事業部門の主な戦略を含む、「より良い未来」の実現に向けたDNPの取り組みを紹介して
います。
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環境

DNPは、「人と社会をつなぎ、新しい価値を提供する。」ことを
「企業理念」に掲げています。その実現に向けたあらゆる活動の
前提である「DNPグループ行動規範」のひとつに、「環境保全と
持続可能な社会の実現」を定めています。2000年3月には、事
業活動において環境との関わりを認識して、環境負荷を低減
し、持続可能な社会を実現していくため、「DNPグループ環境
方針」を策定しました。2020年3月には、「DNPグループ環境ビ
ジョン2050」を策定し、「脱炭素社会」「循環型社会」「自然共
生社会」の実現に向けて、中期目標を掲げて具体的な取り組み
を加速させています。

｢DNPグループ環境ビジョン2050」の実現に向けて

DNPグループ環境ビジョン2050 >

環境マネジメント

環境への取り組み

DNPグループは「企業理念」に基づき「DNPグループ環境方針」を策定し、環境マネジメントを構築しています。

脱炭素社会 >

目標・実績 >

GHG排出量の削減 >

循環型社会 >

目標・実績 >

資源循環 >

水資源の有効利用 >

DNPグループ環境方針 >

推進体制 >

指標・目標 >

環境教育 >

19

マテリアリティサステナビリティトップ サステナビリティメッセージ サステナビリティ・マネジメント サステナブル・ファイナンス目次

環境 社会 ガバナンス 社会サプライチェーンマネジメント 社会ステークホルダーエンゲージメント 社会社外からの評価 社会各種方針/内容索引



自然共生社会 >

目標・実績 >

生物多様性への取り組み >

環境汚染物質の削減 >

環境配慮製品・サービス >

目標・実績 >

開発指針 >

スーパーエコプロダクツ >

環境に関する主要データ

環境報告書2025

GHG排出量  >

輸送用燃料使用量売上原単位  >

環境配慮製品・サービスの総売上高比率  >

資源循環率  >

水使用量売上高原単位  >

VOC大気排出量  >

環境保全項目（大気、排水、臭気、騒音、振動）  >

GHGサプライチェーン排出量  >

取水量（水使用量）  >

排水量  >

水質汚染物質排出量  >

社会 > ガバナンス >
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その他主要データ（2025年3月までの活動実績）

321千トン-CO2e

550千トン-CO2e

4,915千トン-CO2e

Scope1排出量 

Scope2排出量 

Scope3排出量

2022年度実績項目

サプライチェーン排出量 5,786千トン-CO2e

310千トン-CO2e

535千トン-CO2e

4,573千トン-CO2e

2023年度実績

5,419千トン-CO2e

★323千トン-CO2e

★543千トン-CO2e

4,331千トン-CO2e※

2024年度実績

5,197千トン-CO2e

環境目標と実績、環境負荷実態（環境報告書2025）　775KB

環境会計（環境報告書2025）　698KB

GHGサプライチェーン排出量

※カテゴリ1,2,3,4,5,6,7,9,11,12は第三者保証の対象★です

2,490千m3

3,200千m3

0千m3

公共水域※2 （河川・海洋）

下水道 

地下浸透

2022年度実績取水源

総量 5,690千m3

2,620千m3

2,930千m3

0千m3

2023年度実績

5,550千m3

3,990千m3

3,150千m3

0千m3

2024年度実績※1

★7,140千m3

水資源の有効活用（排水量）

1.30㎏/億円水質汚染物質 排出量COD

2022年度実績項目

1.35㎏/億円

2023年度実績

1.10㎏/億円

2024年度実績

水質汚染物質の削減

※1 シミックCMO（株）、（株）巴樹脂、（株）DNP科学分析センターを算定範囲に追加しました。
※2 河川等の公共水域へ排水を放流した場合、河川を流れ最終的に海洋に至ります。

※単位の説明：負荷量/製品トンとして表現しているが、製品は多岐にわたるため一概に重量で表現するのは適さないと判断し、売上高で代用しました。

※シミックCMO（株）、（株）巴樹脂、（株）DNP科学分析センターを算定範囲に追加しました。

4,020千m3

3,270千m3

0千m3

地表水（上水 ・工業用水）

地下水

河川水

2022年度実績取水源

総量 7,290千m3

4,040千m3

3,260千m3

0千m3

2023年度実績

7,300千m3

5,060千m3

4,000千m3

0千m3

0千m3海水 0千m3 0千m3

2024年度実績※

★9,060千m3

水資源の有効活用（取水量）
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京田辺工場 SGS Germany GmbH

事業部・グループ会社 サイト

2023年6月

取得年月 認証機関

（株）DNPテクノパック

ISCC PLUS認証取得状況

2003年8月

取得の範囲 取得年月※

情報イノベーション事業部 

2005年12月Lifeデザイン事業部 

2006年3月(株）DNP出版プロダクツ 

2009年8月モビリティ＆リビング事業部 

2009年10月DNP America, LLC 

2010年8月DNP Europa GmbH 

2012年9月PT. DNP Indonesia

2014年5月（株）DNPエスピーイノベーション

2022年3月DNP imagingcomm Europe B.V.

2022年9月イメージングコミュニケーション事業部 

2004年1月Lifeデザイン事業部 

2008年1月大日本商事（株） 

2003年12月大日本商事（株） 

認証の種類

FSC®の
CoC

PEFCの
CoC

FSC®-C022784

FSC®-C009084

FSC®-C006469

FSC® -C011519

FSC®-C017302

FSC®-C101577

FSC® -C111983

FSC®-C121224

FSC®-C175372

FSC®-C182001

PEFC/01-31-01

PEFC/31-31-77

FSC®-C020374

ライセンス番号

SGSHK-COC-001466

SGSHK-COC-002411

SGSHK-COC-002546

SGSHK-COC-006636

SCS-COC-002804 

SGSCH-COC-007979

NC-COC-006063

JIA-COC-200006

SKH-COC-000661

SGSHK-COC-350726

SGSJP-PEFC-COC-2000

SGSJP-PEFC-COC-0313

SGSHK-COC-001584

認証番号

森林認証取得状況
（2025年10月時点）

※取得年月は、初回の登録年月です。

認証の種類

・【 FSC® 】Forest Stewardship Council®（森林管理協議会）
・【 PEFC 】欧州の森林認証プログラム（Programme for the Endorsement of Forest Certification Schemes）

ISCC認証取得サイトに関して、ISCCの最新の規則に則り、ISCC PLUS要求事項に準拠することを約束し宣言します。
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社会

“人に対するDNPグループの普遍的・基本的な考え方”を「人的
資本ポリシー」として制定・公表し、「一人ひとりが強みを伸ば
し、社会（社内・社外）で活躍できる人財へ成長してもらいたい」
という思いと、「社員を大切にし、大切にした社員によって企業
が成長し、その社員が社会をより豊かにしていく」という信念を
明確にして、人的資本の強化、最大化を加速させています。

「人への投資」が企業価値の向上に結びつく好循環ループの確立

DNPグループ人的資本ポリシー >

人材マネジメント >

基本的な考え方 >

推進体制 >

指標・目標 >

戦略・リスク管理 >

関連施策 >

ダイバーシティ＆インクルージョン >

基本的な考え方 >

推進体制 >

指標・目標 >

関連施策 >

労働安全衛生 >

基本的な考え方 >

推進体制 >

指標・目標 >

戦略・リスク管理 >

関連施策 >

健康経営 >

基本的な考え方 >

推進体制 >

指標・目標 >

関連施策 >
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戦略・リスク管理（人権デュー・ディリジェンス）

DNPは、「DNPグループ人権方針」に基づき、人権デュー・ディリジェンスの取り組みを強化しています。自社の事業活動が、
社員だけでなく、サプライヤーや地域社会等、全てのステークホルダーの人権に影響を及ぼすことを認識し、それらの負の
影響を防止・軽減するための各種施策を実行しています。また、人権デュー・ディリジェンスで求められる救済へのアクセス
を確保するために、各ステークホルダーが利用できる通報窓口の実効性の強化や、ステークホルダーとの対話等を推進して
います。

負の影響の特定・評価

2025年、DNPは社外の有識者と連携し、自社及び国内外のグループ会社（一部を除く）を対象に人権への負の影響を評価しま
した。評価結果はサステナビリティ推進委員会に報告され、委員会内での審議を経て、DNPにとっての顕著な人権課題を改めて
特定しました。今後は、社会動向や事業活動の変化、ステークホルダーとの対話、通報窓口からの情報などを踏まえ、特定した
人権課題を継続的に見直していきます。

検討アプローチ

１. DNPが考慮すべき人権への負の影響の洗い出し・抽出
・国際機関やNGO等のレポートや提言を踏まえ、業界内で注意すべき負の影響の特徴を整理
・同業他社等の業界内における過去のトラブルや訴訟を踏まえ、顕在化しやすい負の影響とその内容を把握
・国内外の関係部門・拠点に対するヒアリングやアンケートを通じて、DNPの業務内容や特徴、現状のリスク認識や懸念などを把握

２. DNPの顕著な人権課題の特定
抽出した負の影響に対して、深刻度と発生可能性の評価によって初期的な重要度を決定し、DNPとして優先して対処すべき顕著
な人権課題を特定
・深刻度（規模、救済可能性、範囲）
・発生可能性（潜在的なリスク因子の有無・リスクの顕在化状況）
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重点テーマ：企業市民

社会貢献活動

DNPの社会貢献活動 >

2024年度 関連ニュース（2024年4月-2025年3月配信分）

2024年10月3日
「第49回札幌マラソン」にサステナブルパートナーとして協賛

>
イベント 環境サステナビリティ

「2024年度 教員の民間企業研修」を実施
>2024年8月9日 サステナビリティ

2024年2月7日 社会からの評価ニュースリリース サステナビリティ

新たな価値創造に向けてサッカーチーム「クリアソン新宿」とパートナー契約を締結
>

2024年4月24日
UNHCR本部 渉外部代表ドミニク・ハイド氏と難民支援に関する意見交換を実施

>

教育・文化

人権・労働

人権・労働

企業市民

製品・サービス

ニュースリリース2024年4月30日 サステナビリティ

サステナビリティ

企業市民

企業市民

企業市民

企業情報
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基本的な考え方

DNPは、経営資源を有効に活用し、事業活動はもとより、良き企業市民として外部の組織とも連携・協働を図りながら、社会
課題の解決や、より良い社会の実現に向けて広く貢献していきます。また、社員個人の人間的な成長や自己実現にもつなが
るため、社会貢献に関わる社員の活動を支援します。

DNPグループ社会貢献活動方針

DNPグループは、社会が抱えるさまざまな課題を解決し、豊かな社会の実現とその持続可能な成長に貢献していきたいと考えて
います。そのため、事業活動を通じて有益な製品やサービスを社会に提供することにより、社会貢献を推進していきます。それに
加えて、私たちが持っている経営資源を有効に活用し、労使協働はもとより、外部の組織とも連携・協働を図りながら、より良い社
会の実現に向けて広く貢献していきます。

また、社員の社会貢献活動への自発的な参画は、社会にとって有益であるだけでなく、社員個人の人間的な成長や自己実現にも
つながるため、DNPグループは、社会貢献に関わる社員の活動を支援します。

私たちDNPグループは、社会の一員として、ひとつずつ着実に社会貢献に取り組みます。

DNPグループ社会貢献活動テーマ

5つの活動テーマ

自然を愛する心を持って

領域｜環境保全
環境保全は、世界共通の重要課題です。DNPグループは、かけがえのない地球への
感謝の念を抱きながら、命あふれるこの豊かで美しい地球を後世に受け渡していく
ために、森林や河川のクリーンアップ活動をはじめ、自然環境保全などの取り組みを
進めていきます。

取り組み事例を見る >
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ガバナンス

DNPグループが中長期にわたり事業を安定的に拡大していくため
には、企業としての社会的責任を常に認識し、あらゆるステークホ
ルダーから信頼されることが大切であると考えています。
DNPグループが果たすべき３つの責任である「価値の創造」「誠実
な行動」「高い透明性（説明責任）」を実践するとともに、ガバナンス
の充実に努めることで、社会の期待に応える企業であり続けます。

DNPグループが果たすべき、3つの責任の前提として

果たすべき３つの責任 >

コーポレート・ガバナンス >

コーポレート・ガバナンス基本方針 >

コーポレート・ガバナンス資料 >

リスクマネジメント >

基本的な考え方 >

推進体制 >

リスク管理 >

関連施策 >

コンプライアンスの徹底 >

基本的な考え方 >

推進体制 >

指標・目標 >

戦略・リスク管理 >

関連施策 >

情報セキュリティ >

基本的な考え方 >

推進体制 >

指標・目標 >

戦略・リスク管理 >

関連施策 >

環境 > 社会 > 101
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DNPは、変動要因によるマイナスの影響を最小限に抑えるとともに、事業機会の拡大につなげるため、統合的なリスクマネジメン
トを推進しています。特に重要度や優先度が高いリスクについては、リスク管理部門を選定し、経営会議での協議を経て事業戦
略・計画に反映しています。機会については、DNPグループ全体で注力する事業を定め、戦略的な事業展開につなげています。

リスク管理

●BCM推進委員会

BCM推進委員会は、自然災害等の有事の際でも、社員の安全を確保し生産活動を維持できるよう、企業継続を担保する組織
として事業継続リスクへの対応を行っています。年4回の定例開催を基本として必要に応じて適宜開催し、以下の内容の協議を
行い、取締役会に報告と提言を行います。

・事業継続マネジメント体制の構築
・防災活動の推進

事業等のリスク

リスクを適切に評価・分析して中長期的な経営戦略に反映させることでリスクの低減に努め、事業機会へと変換する取り組みを
推進しています。なかでも、「情報・サイバーセキュリティの脅威・規制強化」、「DX推進・AI利用の拡大」を新興リスクとして捉え、
対応を強化しています。
また、DNPが事業活動を継続していくためには、法令を遵守することはもとより、全社員が社会倫理に基づいた誠実な行動をと
ることが重要であると考えています。これらの社員の行動のあり方を定めた「DNPグループ行動規範」 を基本とする当社の視点
と、国際規範をはじめとする社会全体の視点の両面から重要性を分析し、「公正な事業慣行」「人権・労働」「環境」「責任ある調
達」「製品・サービスの安全性と品質」「情報セキュリティ」「企業市民」を重点テーマとし、サプライチェーン全体を通じたリスクマ
ネジメントの徹底を図っています。

主要なリスク

リスク 負の影響の低減・事業機会へと転換する取り組み

人権に関するリスク ・「DNPグループ人権方針」に基づいた取り組み
・人権デュー・ディリジェンスの実施
・各ステークホルダーが利用できる通報窓口の実効性の強化
・ステークホルダーとの対話　等

人権の取り組み

労働安全に関するリスク ・「DNPグループ安全衛生憲章」「DNPグループ健康宣言」に基づいた取り組み
・労働災害の防止に向けて、3年ごとに基本計画を見直し、具体的な活動を強化・推進
・製造部門の全拠点で、「月1時間の対話・教育（ツキイチキョーイク）活動」の継続実施
・全設備のリスク部位の抽出・見える化の上、全職場においてDNP独自規格に準じた安全対策の展開

労働安全の取り組み

事業継続計画（BCP/BCM） >
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事業継続計画（BCP/BCM）

事業の存続を脅かすような緊急事態が発生し、事業活動が中断すれば、自社のみならず、顧客や取引先、そこに働く人たちをは
じめ、さまざまなステークホルダーにも影響を及ぼすことになります。こうした事態に備え、DNPでは対策推進組織として本社
に「BCM推進委員会を設置するとともに、各事業部に事業部グループBCM推進委員会を設置しています。この体制を活かし、
「災害発生時の人的安全対策を最優先すること」「会社の災害に対する対応力と復旧力を高めること」を基本として、日頃から災
害リスクを正しく認識して適切な予防対策などを推進しています。
具体的には、製造設備やその他の主要施設に防火・耐震・水害対策等を施すとともに、製造拠点や原材料調達先の分散を図
り、生産活動の停止や製品供給の混乱を最小化する事業継続計画（BCP）を策定し、その適切なマネジメント（BCM）を推進す
ることで、有事においても事業活動が早急に復旧できる強い企業体質の構築に努めています。

不測の事態に備えた防災体制

DNPは、グループ全体の基本的な防災対策を整備・推進する「中央防災会議」、各事業の特性に合った具体的な防災対策を推
進する「事業部・グループ会社防災会議」、地区・エリアでの連携を深めて防災対策を推進する「地区防災会議」を設置し、防災
計画の作成や予防対策の推進を行っています。災害等の不測の事態に対しては、「DNPグループ災害基本規程」として基本方針
や推進体制を定め、社員と家族、関係者の安全を確保し、さまざまなステークホルダーに安心していただけるようにさまざまな
防災対策を進めています。

本社 各事業部・グループ会社

常設の防災組織 DNPグループ中央防災会議
議長
副議長
事務局
対策部会
・ 人的対策部会
・ 構築物等対策部会
・ 財産保全対策部会
・ 事業活動対策部会
・ 広報対策部会
・ 地域対策部会

各事業部・グループ会社防災会議
議長
副議長
事務局
対策担当
・ 人的対策担当
・ 構築物等対策担当
・ 財産保全対策担当
・ 事業活動対策担当
・ 広報対策担当
・ 地域対策担当
防火、防災管理者（自衛消防組織）

※事業部・グループ会社ごとに設置
複数の組織により構成される地区には、防災対策の
組織横断的な推進のために地区防災会議も設置

機能と役割 DNPグループにおける総合的かつ計画的な防災対策
の整備及び推進

事業内容及び地域特性を考慮した実践的な防災
対策の推進

規程、計画等の整備 DNPグループ災害対策基本規程
・ DNPグループ防災基本計画
・ DNPグループ大規模地震対策要領
DNPグループ防火・防災管理規程

・ 防災業務計画
・ 事業継続計画（BCP）
・ 消防計画

災害発生時の対策組織 DNPグループ中央災害対策本部
※DNPグループ中央防災会議の組織がそのまま移行
し、全社的な災害応急対策及び災害復旧・復興、その
他必要な災害対策を統括、推進

各事業部・グループ会社災害対策本部
※各事業部・グループ会社防災会議の組織がその
まま移行し、被災事業場における災害応急対策及び
災害復旧・復興、その他必要な災害対策を統括、推進
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基本的な考え方

コンプライアンスの徹底
重点テーマ：公正な事業慣行

DNPは、会社としてはもちろん、社員の一人ひとりが法令を守ることに加えて、社会が求めている以上の高い倫理観のもと
で、常に公正かつ公平な態度で事業活動を行うことが大切だと考えています。秩序ある自由な競争市場の維持・発展に寄与
し、社会の期待に応える事業活動を続けるため、DNPはグループ全体に企業倫理の一層の浸透・定着を図っていきます。

具体的な取り組みとして、DNPは社員への研修・教育を徹底し、統合的なコーポレート・ガバナンスの充実に努めています。
企業活動において全ての社員が取るべき行動を「DNPグループ行動規範」として制定し、そのなかで「法令と社会倫理の遵
守」などの10の項目を定めています。

方針

DNPグループ行動規範 >

推進体制

DNPグループすべての事業活動が適正に行われるよう、コンプライアンス体制を推進するための内部統制統括組織として、
「企業倫理行動委員会（委員長：専務取締役）」を設置しています。
本社各部を担当する取締役・執行役員で構成される委員会は、毎月定例的に開催され、グループ全体のコンプライアンス
体制に関する方針の策定や、各種活動の実施計画の立案、決定をしています。また、実施計画にもとづく体制構築や運用
の総合的な検査・指導、見直しを担っています。

また、それぞれの事業部、グループ会社の業務執行部門にも企業倫理行動委員会を設置し、COSOのフレームワークなどを
ベースとしたマネジメントに則り、企業倫理の多面的な活動に取り組んでいます。
DNPでは、コンプライアンスに関するマネジメントを進めるうえで「継続性」「自主性」「ポジティブ性」「効率性」を大切にしています。
年間を通じてさまざまな研修をグループ全体に行い、こうした組織風土の醸成、マネジメントの基盤強化を図っています。
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基本的な考え方

サプライチェーンマネジメント
重点テーマ：責任ある調達

近年、グローバル・サプライチェーンの拡大にともない、人権・労働、汚職・腐敗等の社会問題や、気候変動をはじめとした環
境問題など、企業活動が社会と環境に及ぼす影響は一層大きなものになっています。そのなかで、原材料の調達から生産・
利用・廃棄・リサイクルまでのサプライチェーン全体を見据え、起こりうるリスクを把握・分析して、適切に課題を解決していく
マネジメントの強化がますます重要になっています。
DNPは、グローバルに広がるサプライチェーン全体のリスクを的確に捉え、多様な課題を解決して持続可能な社会に貢献す
るため、国内外のサプライヤーや業務委託先（以下、「ビジネスパートナー」）とともに「責任ある調達」に取り組んでいます。
引き続き、調達活動においても社会的責任を果たしていきます。

DNPグループ調達基本方針 > DNPグループグリーン購入方針 >

方針・ガイドライン・要求事項

方針

DNPは、サプライチェーンマネジメント並びに原材料のグリーン購入に関わる方針を策定し、持続可能なサプライチェーンの構築に向
けた取り組みを進めています。

DNPグループサステナブル調達ガイドライン >

DNPグループ化学物質に関するグリーン購入ガイドライン >

DNPグループ印刷・加工用紙調達ガイドライン >

ガイドライン

DNPは、サプライチェーンマネジメントの実効性を高めるためサステナブル調達ガイドラインを制定しています。特に、印刷・加工用紙
や化学物質の購入といった重要性の高いテーマについては、個別のガイドラインを設けています。これらのガイドラインは、DNPとビ
ジネスパートナーがともに社会的責任を果たしていくために取り組むべき事項で構成されています。

要求事項

取引先に求めるパートナーシップ要件 >
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推進体制

DNPは代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ推進委員会にて、サプライチェーン全体で人権などの社会問題
や、気候変動をはじめとした環境問題などに配慮した責任ある調達に取り組むことを確認し、各種ガイドラインの制定やそ
の実効性を高めるさまざまな活動を推進しています。

指標・目標

DNPはサプライチェーンマネジメントに関する基本的な考え方に基づき、優先的に取り組む指標と目標値を設定し、継続的
な活動につなげています。
「DNPグループ サステナブル調達ガイドライン」等の実効性を高めるため、さまざまな取り組みを推進しています。ビジネス
パートナーに、本ガイドラインとこれに関連する人権・労働、環境、公正取引・倫理等の当社方針を周知するとともに、定期的
にその取り組み状況の調査・評価を行い、結果をフィードバックしています。

①2030年度までに
　平均スコア90点以上
②2030年度までに
　取得率100%

①国内83点
②99.5％

①主要サプライヤーにおける
　サステナブル調達ガイドライン調査の平均スコア※
②印刷・加工用紙調達ガイドライン適合品調達率
※年間購入額90％を占めるサプライヤー、事業継続上重要なサプライヤーが対象(①)

指標 目標値 2024年度実績
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基本的な考え方

ステークホルダーエンゲージメント

DNPが社会とともに持続的に成長していくためには、「取引先」「社員」「地域社会」「生活者」「株主・投資家」といったステー
クホルダーとの信頼構築が不可欠であると考えています。自らの事業内容や企業活動について、ステークホルダーに正しく
理解していただくために、積極的に情報開示し、説明責任を果たします。また、DNP自身がどのように見られているかを正し
く認識するために、ステークホルダーとの「対話」を深め、「対話」から得られた課題や期待に真摯に応えていくことで、信頼
される企業をめざしていきます。
こうした考え方を社内外に明確に示すため、「マルチステークホルダー方針」や「パートナーシップ構築宣言」を掲げています。

DNPのステークホルダー相関図

方針

マルチステークホルダー方針

DNPが社会とともに持続的に成長していくためには、あらゆるステークホルダーとの信頼関係の構築が重要であるという認識
のもと、マルチステークホルダー方針を策定しました。

パートナーシップ構築宣言

DNPは、サプライチェーン全体の取引先やスタートアップを含む多様な企業・団体等との取引において、全社員が高い倫理観に
もとづいた誠実な行動をとるよう、「パートナーシップ構築宣言」を宣言しています。

取引先には、教育・研究機関も含む

マルチステークホルダー方針 442KB

パートナーシップ構築宣言 164KB

※[パートナーシップ構築宣言]
経団連会長、日商会頭、連合会長及び関係大臣（内閣府、経産省、厚労省、農水省、国交省）をメンバーとする「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議」において創設。サプライ
チェーン全体の取引先や価値創造を図る事業者等との連携・共存共栄を進めることで、新しいパートナーシップを構築することを社内外に明確に示すものです。
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DNPは、持続可能な社会の発展に向けた取り組みを積極的に推進している企業グループとして、さまざまな外部機関より評価されて
います。

DNPは、あらゆる事業活動を通じて企業の社会的責任に配慮するよう努めています。その取り組みが評価され、国内外のESGイン
デックスに投資対象として組み入れられています。

社外からの評価

ESGインデックスへの組み入れ状況(2025.07現在)

ロンドン証券取引所の100%出資子会社である英国FTSE Russell
社が、世界の企業の中から、環境、社会、ガバナンス（ESG）に優れた
企業を銘柄として選定する株式指標。
DNPは、2000年より25年連続で選定されています。

FTSE4Good Index Series

FTSE Russell 社により、環境、社会、ガバナンスについて優れ
た対応を実践している日本企業のパフォーマンスを測定するため
に設計された、ESG全般を考慮した「統合型」指数です。

FTSE Blossom Japan Index

FTSE Russell 社の ESG 評価を中心に、特に温室効果ガス排出
量の多い企業については、気候ガバナンスと気候変動に関する取り
組みが評価される企業のみが組み込まれています。

FTSE Blossom Japan Sector Relative Index

米国Morgan Stanley Capital International(MSCI)社が、
時価総額上位銘柄の中から、ESG評価に優れた企業を選別して
構築される株式指数です。

THE INCLUSION OF Dai Nippon Printing IN ANY MSCI 
INDEX, AND THE USE OF MSCI LOGOS, TRADEMARKS, 
SERVICE MARKS OR INDEX NAMES HEREIN, DO NOT 
CONSTITUTE A SPONSORSHIP, ENDORSEMENT OR 
PROMOTION OF Dai Nippon Printing BY MSCI OR ANY 
OF ITS AFFILIATES. THE MSCI INDEXES ARE THE 
EXCLUSIVE PROPERTY OF MSCI. MSCI AND THE MSCI 
INDEX NAMES AND LOGOS ARE TRADEMARKS OR 
SERVICE MARKS OF MSCI OR ITS AFFILIATES.

MSCI Selection Indexes
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DNPはサステナビリティに関する取り組みについて、広くステークホルダーの皆さまに報告するために、ウェブサイトや各種報告書
（PDF）等による適時・適切な情報開示を行っています。

株主・投資家の皆さまに向け「IR情報」サイトを設け、
情報の適時・適切な開示を行います。

情報開示について

DNPグループの情報開示について
ウェブサイト「IR情報」

情報開示体系

非財務情報をより詳細にお伝えするために 「サステナ
ビリティ」サイトを設け、サステナビリティ情報の適時・
適切な開示を行います。

ウェブサイト「サステナビリティ」

持続可能な価値創造に向けて、財務と非財務の資本を
統合的に活かしていく成長戦略と事業活動について、
年1回報告します。

統合報告書

環境マネジメントについては、年度毎の活動内容を
PDFにまとめ、「DNPグループ環境報告書」として報告
します。

環境報告書

ディスクロージャーポリシー >

情報開示の範囲

■報告対象期間：2024年度（2024年4月1日から2025年3月31日まで）の活動を中心に、一部それ以前からの取り
組みや、直近の活動報告も含んでいます。

■報告対象範囲：DNPグループの全社・全部門。本サイトでは「DNP」はDNPグループを表しており、特に、大日本印刷
株式会社と区別しています。また、グループを強調したい文章では「DNPグループ」と表記しています。
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本PDFについて
DNPは、サステナビリティ経営の考え方と最新の取り組みをウェブサイト「サステナビリティ」（以下、本サイト）にて網羅的に掲載
しています。さらに、本サイトの情報をPDFにまとめた「サステナビリティウェブアーカイブ」を、年1回公開しています。
本PDFは2025年10月時点の本サイト情報をPDF化し、2025年12月に開示したものです。初版発行から1年以上経過したリンクや、
DNPコーポレートサイト（https://www.dnp.co.jp/）外へのリンク、最新の情報については、本サイトをご参照ください。

2025年12月初版発行
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